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本研究を進めるにあたって多大なお力添えをくださ

いました。厚く御礼申し上げます。 
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The purpose of this study is to clarify the influences of social capital surrounding parents on their subjective happiness 
by the methods of multi-level analysis and hierarchical multiple regression analysis. The study aims to address the following 
questions: 

(1) Does parents’ subjective happiness differ among schools? 
(2)What elements of social capital surrounding parents explain the variance of their subjective happiness? 
From the multi-level analysis, the difference in parents’ subjective happiness among schools could not be seen. The 

hierarchical regression analysis showed that the elements of parents’ social capital which have great influence on their 
subjective happiness were the usefulness of the information which their children bring them, their cooperativity toward 
schools, and their evaluation of schools.  

However, the possibility that socio-economic status (SES) at individual level has great influence on parents’ subjective 
happiness cannot be denied. A survey in which SES variables can be controlled needs to be conducted. 
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5. 考察 
 
1. 本研究の目的と問題意識 
 
 本研究の目的は、保護者を取り巻くソーシャル・キ

ャピタルが、保護者の主観的幸福感に及ぼす影響を

明らかにすることである。 
 ソーシャル・キャピタル（以下、SC）とは、人々の

協調的行為を促進させる「人間関係」に焦点をあてた

資本であり、「調整された諸活動を活発にすることに

よって、社会の効率性を改善できる、信頼、規範、ネ

ットワークといった社会組織の特徴」（パットナム

1993=2001:206-207）を意味する。教育現場でよく使用
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される「つながり」が、この SC に相当する。SC は、

目には見えないが社会的に蓄積可能な資本と考えら

れる。露口（2011）によると、校区内における SC は、

子ども・教師・保護者を取り巻く 9 つの次元に大別

することができるという。その中で、保護者を取り巻

く SC として、保護者－学校 SC、保護者間 SC、保護

者－地域 SC の 3 次元がある。 
保護者を取り巻く SC の影響として代表的なもの

が、コールマン（1988＝2006）の提示する世代間閉鎖

性の議論であろう。ある学校の子どもたちの親同士

の連結の有無を調べたところ、親同士のネットワー

クが強く、お互いの子どもに対する行動の基準や制

裁について何らかの共通理解を作ることができるよ

うな親子関係と家族外部との関係がある学校では、

中途退学率が抑制されている結果が示されている。

これとは別に、家庭内 SC、つまり親と子の関係につ

いての調査も行われており、家庭内 SC の豊かな家庭

ほど中途退学の抑制やさらには学業達成度への影響

も見られるのではないかとの解釈がなされている。

こうしたアメリカでの議論をまとめ、家庭内 SC の影

響を整理したものが、表１である。 
 
表 1 家庭内 SC の影響 

 露口（2014、101 頁）を修正 
 

 テスト

スコア 

退学抑制 大学 

進学 

相談的支援 ＋  ＋ 

宿題のチェック ＋   

子どもとの対話 ＋  ＋ 

子どもに対する

期待感 

＋ ＋ ＋ 

きょうだい数

（多） 

－ － － 

一人親家庭 － －  

再婚家庭   － 

 
その他、保護者を取り巻く SC の影響として、以下

の点が明らかとなっている。保護者－学校 SC、すな

わち、保護者と教師との信頼関係、および保護者によ

る支援的・協力的態度の醸成は、子どもの学力向上に

対して間接的な影響を及ぼす（露口 2016a）。保護者

－地域 SC の豊かな地域では、子どもの規範意識が高

まったり、学校への信頼の高まりやそれによる子ど

も支援が促進されたりする結果が示されている（露

口, 2016a, b、Tsuyuguchi & Kuramoto, 2014）。このよう

に、これまでの保護者を取り巻く SC の影響に関する

研究では、子どもの学力や学習意欲、規範意識や社会

参加・社会貢献意欲などを従属変数として取り扱い、

それらが向上するかどうかに焦点をあてた調査が行

われてきた。  
こうした研究は重要である一方で、学力をどの程

度まで高めればよしとするのか、そもそも学力が高

まれば人間としてそれで十分なのか、規範意識が高

ければそれでいいのかといった疑問に従前の研究は

解を与えてはこなかった。そのため、人間としてどう

生きるのか、それは幸せにつながるのかという、人間

の生の根源にかかわる疑問に対する調査の必要性が

世界的に認識されるようになり、近年では幸福研究

として注目されている。本研究でも、SC と幸福との

関連を見出すことを課題とする。 
 
2. 先行研究の検討 

 

2-1. 子どもと保護者の主観的幸福感と SC 

 OECD を通じて、世界各国における幸福度調査が

2010 年ごろより行われ、2012 年からその結果が幸福

度白書としてまとめられている。幸福研究の難しさ

は、人間の幸福をどの指標で測定するのかにある。

OECD では、幸福を、所得と資産、仕事と報酬、ワー

ク・ライフ・バランス、住居、環境の質、健康状態、

教育と技能、社会とのつながり、市民参加とガバナン

ス、生活の安全、主観的幸福の 11 側面から構成され

るものと想定し、調査を行っている。SC に関連する

項目は、社会とのつながり、市民参加とガバナンスで

ある。最新の幸福度白書 3（OECD, 2016）によると、

日本では、他国と比較して、それら SC に関する項目

に関する幸福が弱く、また主観的幸福についてもマ

イナスの結果が示されている。つまり、他国と比較す

ると、SC の蓄積が少なく、主観的幸福感も低いと解

釈できる。主観的幸福感が低い要因として、その他の

要因も多くあるものの、その一因に SC の少なさがあ
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される「つながり」が、この SC に相当する。SC は、

目には見えないが社会的に蓄積可能な資本と考えら

れる。露口（2011）によると、校区内における SC は、

子ども・教師・保護者を取り巻く 9 つの次元に大別

することができるという。その中で、保護者を取り巻

く SC として、保護者－学校 SC、保護者間 SC、保護

者－地域 SC の 3 次元がある。 
保護者を取り巻く SC の影響として代表的なもの

が、コールマン（1988＝2006）の提示する世代間閉鎖

性の議論であろう。ある学校の子どもたちの親同士

の連結の有無を調べたところ、親同士のネットワー

クが強く、お互いの子どもに対する行動の基準や制

裁について何らかの共通理解を作ることができるよ

うな親子関係と家族外部との関係がある学校では、

中途退学率が抑制されている結果が示されている。

これとは別に、家庭内 SC、つまり親と子の関係につ

いての調査も行われており、家庭内 SC の豊かな家庭

ほど中途退学の抑制やさらには学業達成度への影響

も見られるのではないかとの解釈がなされている。

こうしたアメリカでの議論をまとめ、家庭内 SC の影

響を整理したものが、表１である。 
 
表 1 家庭内 SC の影響 

 露口（2014、101 頁）を修正 
 

 テスト

スコア 

退学抑制 大学 

進学 

相談的支援 ＋  ＋ 

宿題のチェック ＋   

子どもとの対話 ＋  ＋ 

子どもに対する

期待感 

＋ ＋ ＋ 

きょうだい数

（多） 

－ － － 

一人親家庭 － －  

再婚家庭   － 

 
その他、保護者を取り巻く SC の影響として、以下

の点が明らかとなっている。保護者－学校 SC、すな

わち、保護者と教師との信頼関係、および保護者によ

る支援的・協力的態度の醸成は、子どもの学力向上に

対して間接的な影響を及ぼす（露口 2016a）。保護者

－地域 SC の豊かな地域では、子どもの規範意識が高

まったり、学校への信頼の高まりやそれによる子ど

も支援が促進されたりする結果が示されている（露

口, 2016a, b、Tsuyuguchi & Kuramoto, 2014）。このよう

に、これまでの保護者を取り巻く SC の影響に関する

研究では、子どもの学力や学習意欲、規範意識や社会

参加・社会貢献意欲などを従属変数として取り扱い、

それらが向上するかどうかに焦点をあてた調査が行

われてきた。  
こうした研究は重要である一方で、学力をどの程

度まで高めればよしとするのか、そもそも学力が高

まれば人間としてそれで十分なのか、規範意識が高

ければそれでいいのかといった疑問に従前の研究は

解を与えてはこなかった。そのため、人間としてどう

生きるのか、それは幸せにつながるのかという、人間

の生の根源にかかわる疑問に対する調査の必要性が

世界的に認識されるようになり、近年では幸福研究

として注目されている。本研究でも、SC と幸福との

関連を見出すことを課題とする。 
 
2. 先行研究の検討 

 

2-1. 子どもと保護者の主観的幸福感と SC 

 OECD を通じて、世界各国における幸福度調査が

2010 年ごろより行われ、2012 年からその結果が幸福

度白書としてまとめられている。幸福研究の難しさ

は、人間の幸福をどの指標で測定するのかにある。

OECD では、幸福を、所得と資産、仕事と報酬、ワー

ク・ライフ・バランス、住居、環境の質、健康状態、

教育と技能、社会とのつながり、市民参加とガバナン

ス、生活の安全、主観的幸福の 11 側面から構成され

るものと想定し、調査を行っている。SC に関連する

項目は、社会とのつながり、市民参加とガバナンスで

ある。最新の幸福度白書 3（OECD, 2016）によると、

日本では、他国と比較して、それら SC に関する項目

に関する幸福が弱く、また主観的幸福についてもマ

イナスの結果が示されている。つまり、他国と比較す

ると、SC の蓄積が少なく、主観的幸福感も低いと解

釈できる。主観的幸福感が低い要因として、その他の

要因も多くあるものの、その一因に SC の少なさがあ
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るといえる。 
露口（2017）は、こうした状況を踏まえ、幸福を学

校経営の指標に位置づけるべきであると提案する。

そして、学力を高めるために、「学校としてスクール

リーダーとして何をすればよいか」という従前の問

いに加えて、「学校を取り巻く子ども・保護者・教師

等をどのようにして幸福にすればよいのか」という

新たな問いに応答する必要性を指摘する。そのため、

小・中学校における SC が子どもと保護者の主観的幸

福感に及ぼす影響を調査し、学級における友達や教

師とのつながり、そして地域住民とのつながりが、子

どもの主観的幸福感に正の影響を及ぼすことを明ら

かにした。また、小・中学生の保護者の主観的幸福感

を高めるのは、保護者－学校 SC、保護者間 SC、保護

者－地域 SC である点が解明されている。これ以外

に、学校を取り巻く SC と主観的幸福感に関する研究

は、管見の限り、日本では行われていない。 
露口による上記研究から、学校を取り巻く SC が子

どもと保護者の主観的幸福感に正の影響を与えるこ

とが明らかになった。ただし、学校における子どもの

主観的幸福感に焦点をあてた調査票設計のため、家

庭内 SC は子どもの主観的幸福感に影響を与えてい

ないという結果が導き出されている。先に述べたよ

うに、家庭内 SC は子どもに対してさまざまな影響を

及ぼしており、諸外国の研究からは、家庭内 SC ある

いは家庭内の親子関係の子どもの主観的幸福感への

正の影響が明らかにされている（たとえば、Uusitalo-
Malmivaara & Lehto, 2013）。その中でも、保護者から

過度な期待を受けておらず、家庭における自己受容

感の高い児童は主観的幸福感が高いとする結果から

は（Holder & Coleman, 2009）、子どもの自己受容感を

満たしうる関わり方をするための保護者の置かれて

いる状況が重要である点が示唆される。そのため、本

稿では、子どもの主観的幸福感を高めるためにも、ま

ずは保護者の主観的幸福感に焦点をあて、それに影

響を与える SC に着目する。 
 
2-2. 保護者の主観的幸福感と SC 

 乳幼児の保護者を対象とした調査によると、母親へ

の情緒的サポートを含めた十分なサポートやサポー

トネットワークの広さが、母親の主観的幸福感に正

の影響を与える点が明らかにされている（加藤 2008, 
2012）。しかしながら、同時に、第二子の子育てにお

いては、サポートネットワークの広さが負の影響を

及ぼしていたり（加藤 2012）、母親の市民活動参加が

主観的幸福感を低下させる結果が得られていたり

（Kroll, 2011）と、母親の主観的幸福感への影響は定

まっていない。PTA 活動においても、それが保護者

のソーシャル・キャピタルを醸成する点が明らかに

される（露口, 2016b）一方で、PTA 活動参加の意義や

その負担感に関する葛藤や疑義が呈されている。そ

のため、中山（2016）は、PTA 活動参加の是非を分け

るものとして、活動参加によって、自己評価が高まっ

たり人間関係が広がったりという内的報酬が得られ

るかどうかが鍵となる点を明らかにしている。また、

保護者の SC が醸成される過程に着目し、「学校に行

けば誰かに相談できる・解決できるという期待感や

安心感」がメンタルヘルスの保持・増進に寄与する可

能性を示唆する研究もなされつつある（稲木他, 
2017）。これらから、保護者の主観的幸福感を高める

ためには、学校における保護者を取り巻く SC を単に

豊かにすればいいのではなく、そのどこに焦点をあ

てるべきなのかといった詳細な分析が求められる。 
 以上を踏まえ、本稿では、上記露口の研究結果を受

け、SC のどの要素が主観的幸福感に影響を与えるの

かを保護者に焦点をあてて明らかにすることとした。 
 
2-3. 研究課題の設定 

 本研究では、SC の次元と要素について、以下のよ

うに整理する。露口は、先にも述べたように、保護者

を取り巻く SC を、保護者－学校 SC、保護者間 SC、
保護者－地域 SC の 3 次元にまとめていた。しかしな

がら、コールマンは、保護者を取り巻くネットワーク

の次元として、家庭内 SC も重視している。本稿でも、

保護者を取り巻くネットワークの次元として、露口

の 3 次元に加えて、家庭内 SC（保護者－子ども SC）
を含め、4 次元から捉えることとする。 
 また、要素については、パットナムの提示した、信

頼、規範、ネットワークの 3 要素 1）を用いる。ただ

し、パットナム（1993=2001）は、それらに順序があ

るとしていた。すなわち、ネットワークと規範が醸成

されれば、信頼も高まり、それらが螺旋的に循環して
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SC が豊かになると想定していた。露口（2016b）では、

学校への信頼を関係的信頼と捉え、調査結果から関

係的信頼を二因子からなるものとしている。それら

は、保護者が学校に対して抱く期待感に関するもの

と協力的態度に関するものである。そして、何が信頼

に影響を与えるのかを調べる分析の際には、これら

二因子の得点の積を学級レベルで集約化し、集団的

信頼得点として提示している。その結果、学級レベル

での集団的信頼得点が世代間閉鎖性、学級情報ルー

ト 2）、有能性評価（子どもの学校は落ち着いたよい学

校だと思うといった項目への評価）の正の影響を、学

校レベルでの地域行事参加の正の影響を受けること

を明らかにしている。つまり、露口（2016b）の研究

からは、ネットワークと規範が信頼の構築に影響を

与えるというパットナムの仮定を明らかにしたもの

となる。 
本稿でも、これらの項目と順序に依拠しつつ、分析

を進める。保護者を取り巻く SC の要素である、ネッ

トワークおよび規範に関しては、上記世代間閉鎖性、

学級情報ルート、有能性評価に加えて、保護者間 SC
としての相談ネットワークと保護者－子ども間 SC
による情報ルートの二項目を独自に加える。また、信

頼項目として、期待と協力の二項目を別に扱い、保護

者の主観的幸福感への影響を調べる。 
 本稿の作業課題は次の通りである。学校によって

保護者の学校参加や保護者同士のつきあい、地域行

事への参加の程度が異なるのであれば、すなわち学

校レベルでの SC 醸成の程度は学校によって違って

くる。保護者を取り巻く SC が保護者の主観的幸福感

に正の影響を与えるのであれば、それは学校よって

差が見られるのではないか。主観的幸福感が学校レ

ベルあるいは個人レベルのどちらで決定されるのか

によって、主観的幸福感に影響を与える SC 要素の解

釈が異なってくる。そのため、まず本課題を設定する。

次に、保護者の主観的幸福感の違いを説明する保護

者を取り巻く SC の要素は何なのかを具体的に調べ

る。これらより、「保護者の主観的幸福感に学校間差

はみられるのか。」「保護者の主観的幸福感の分散を

説明する保護者を取り巻く SC の要素は何なのか」の

二点を研究課題として設定する。 
 

3. 調査概要 

 
3-1. 調査対象と手続き 

 調査は、平成 27 年 11 月～12 月に実施された。西

日本の 34 校（小学校 18 校、中学校 15 校、高校 1 校）

に調査協力を依頼し、学校から保護者へ質問紙を配

布し、回収してもらう方法をとった。配布数は 8945
で、回収数は 7737、回収率は 86.5％となっている。

調査票のフェースシートには、調査の主旨、個人情報

の取り扱い、調査結果の活用方法、回答の自由性等に

ついて明記されている。 
 
3-2. 分析項目 

保護者の主観的幸福感：「全体として、あなたは普段

どの程度幸福だと感じていますか。番号（10～0）か

ら最も近いものを一つ選び、マークシートに記入し

てください。」という一項目で測定した。10 が非常に

幸福、０が非常に不幸となっている。主観的幸福感の

測定項目について、多面的な把握も必要ではあるが、

一項目測定でも十分な信頼性と妥当性を備えている

ことが実証されている（Pavot & Diener, 1993）。保護

者の回答負担や分析方法等に鑑み、本研究でも一項

目測定で十分であると判断した。 
 
保護者－学校 SC 
①保護者の学校への関係的信頼：露口（2016b）から

抽出された期待と協力の二因子について、保護者に

回答を求めた。期待を構成する項目は、「学校の先生

に親しみを感じる。」「子どもが通っている学校に愛

着を感じる。」「学校の先生は保護者の意見に耳を傾

けている。」「子どもの学力向上に関して、学校に期待

している。」「子どもの心の教育や体力・健康づくりに

ついて、学校に期待している。」「悩みや心配事がある

ときは、学校の先生に相談している。」「悩みや心配事

を、学校・先生と共有できている。」「学校の先生は、

悩みや心配事を理解してくれている。」の 8 項目で、

尺度は「非常にあてはまる」「ややあてはまる」「あま

りあてはまらない」「全くあてはまらない」の 4 件法

である。8 項目の主成分分析を実施したところ、1 成

分が抽出された。これを「期待性（寄与率＝56.9%、

α係数＝.89）」と命名した。 
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SC が豊かになると想定していた。露口（2016b）では、

学校への信頼を関係的信頼と捉え、調査結果から関

係的信頼を二因子からなるものとしている。それら

は、保護者が学校に対して抱く期待感に関するもの

と協力的態度に関するものである。そして、何が信頼

に影響を与えるのかを調べる分析の際には、これら

二因子の得点の積を学級レベルで集約化し、集団的

信頼得点として提示している。その結果、学級レベル

での集団的信頼得点が世代間閉鎖性、学級情報ルー

ト 2）、有能性評価（子どもの学校は落ち着いたよい学

校だと思うといった項目への評価）の正の影響を、学

校レベルでの地域行事参加の正の影響を受けること

を明らかにしている。つまり、露口（2016b）の研究

からは、ネットワークと規範が信頼の構築に影響を

与えるというパットナムの仮定を明らかにしたもの

となる。 
本稿でも、これらの項目と順序に依拠しつつ、分析

を進める。保護者を取り巻く SC の要素である、ネッ

トワークおよび規範に関しては、上記世代間閉鎖性、

学級情報ルート、有能性評価に加えて、保護者間 SC
としての相談ネットワークと保護者－子ども間 SC
による情報ルートの二項目を独自に加える。また、信

頼項目として、期待と協力の二項目を別に扱い、保護

者の主観的幸福感への影響を調べる。 
 本稿の作業課題は次の通りである。学校によって

保護者の学校参加や保護者同士のつきあい、地域行

事への参加の程度が異なるのであれば、すなわち学

校レベルでの SC 醸成の程度は学校によって違って

くる。保護者を取り巻く SC が保護者の主観的幸福感

に正の影響を与えるのであれば、それは学校よって

差が見られるのではないか。主観的幸福感が学校レ

ベルあるいは個人レベルのどちらで決定されるのか

によって、主観的幸福感に影響を与える SC 要素の解

釈が異なってくる。そのため、まず本課題を設定する。

次に、保護者の主観的幸福感の違いを説明する保護

者を取り巻く SC の要素は何なのかを具体的に調べ

る。これらより、「保護者の主観的幸福感に学校間差

はみられるのか。」「保護者の主観的幸福感の分散を

説明する保護者を取り巻く SC の要素は何なのか」の

二点を研究課題として設定する。 
 

3. 調査概要 

 
3-1. 調査対象と手続き 

 調査は、平成 27 年 11 月～12 月に実施された。西

日本の 34 校（小学校 18 校、中学校 15 校、高校 1 校）

に調査協力を依頼し、学校から保護者へ質問紙を配

布し、回収してもらう方法をとった。配布数は 8945
で、回収数は 7737、回収率は 86.5％となっている。

調査票のフェースシートには、調査の主旨、個人情報

の取り扱い、調査結果の活用方法、回答の自由性等に

ついて明記されている。 
 
3-2. 分析項目 

保護者の主観的幸福感：「全体として、あなたは普段

どの程度幸福だと感じていますか。番号（10～0）か

ら最も近いものを一つ選び、マークシートに記入し

てください。」という一項目で測定した。10 が非常に

幸福、０が非常に不幸となっている。主観的幸福感の

測定項目について、多面的な把握も必要ではあるが、

一項目測定でも十分な信頼性と妥当性を備えている

ことが実証されている（Pavot & Diener, 1993）。保護

者の回答負担や分析方法等に鑑み、本研究でも一項

目測定で十分であると判断した。 
 
保護者－学校 SC 
①保護者の学校への関係的信頼：露口（2016b）から

抽出された期待と協力の二因子について、保護者に

回答を求めた。期待を構成する項目は、「学校の先生

に親しみを感じる。」「子どもが通っている学校に愛

着を感じる。」「学校の先生は保護者の意見に耳を傾

けている。」「子どもの学力向上に関して、学校に期待

している。」「子どもの心の教育や体力・健康づくりに

ついて、学校に期待している。」「悩みや心配事がある

ときは、学校の先生に相談している。」「悩みや心配事

を、学校・先生と共有できている。」「学校の先生は、

悩みや心配事を理解してくれている。」の 8 項目で、

尺度は「非常にあてはまる」「ややあてはまる」「あま

りあてはまらない」「全くあてはまらない」の 4 件法

である。8 項目の主成分分析を実施したところ、1 成

分が抽出された。これを「期待性（寄与率＝56.9%、

α係数＝.89）」と命名した。 
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 協力を構成する項目は、「学校の行事等には、積極

的に参加している。」「PTA 活動に、積極的に協力し

ている。」「PTA の役員や委員をやってみたい。」「も

っといろいろな行事・活動で、保護者に協力を依頼し

て欲しい。」「自分の特技が役立つのであれば授業に

も協力したい。」「運動会や文化祭など、学校行事には

できるだけ参加したい。」「PTA 活動にはできるだけ

参加したい。」「学校から依頼があれば、ボランティア

として協力したい。」の 8 項目で、尺度は「非常にあ

てはまる」「ややあてはまる」「あまりあてはまらな

い」「全くあてはまらない」の 4 件法である。8 項目

の主成分分析を実施したところ、2 成分が抽出された

が、第一主成分の寄与率が 50%を超えていたため、

これを「協力性（寄与率＝53.3%、α係数＝.87）」と

命名した。 
 
②保護者の学校への有能性評価：露口（2016b）にも

とづき、学校への有能性評価を次の 3 項目で測定し

た。「子どもの学校は、落ち着いたよい学校だと思

う。」「子どもの学校の先生は、指導力が高いと思う。」

「子どもの学校は、着実に改革が進んでいる。」で、

尺度は「非常にあてはまる」「ややあてはまる」「あま

りあてはまらない」「全くあてはまらない」の 4 件法

である。3 項目の主成分分析を実施したところ、1 成

分が抽出された。これを「有能性評価（寄与率＝

73.7%、α係数＝.82）」と命名した。 
 
③保護者の情報ルート：露口（2016b）の学級情報ル

ートの 3 項目を用いる。次の項目が、学校理解のた

めにどの程度役立っていますか？という問いのも

と、「学級の様子を見て得る情報」「担任との対話によ

って得る情報」「学級通信や学年通信によって得る情

報」のそれぞれについて「非常に役立っている」「や

や役立っている」「あまり役立っていない」「全く役立

っていない」の 4 件法から回答を得た。3 項目の主成

分分析を実施したところ、1 成分が抽出された。これ

を「情報有用度（学級）（寄与率＝63.8%、α係数＝.72）」
と命名した。 
 
保護者－子ども SC 
 また、保護者の情報ルートの問いのもと、「子ども

とのコミュニケーションを通して得る情報」の項目

がある。質問紙では、家庭内 SC に関する項目に関連

するものはこの項目しか尋ねていなかったため、情

報ルートに関する質問項目ではあるが、これを代用

する。家庭内 SC が豊かで、子どもとのコミュニケー

ションが成立していれば、子どもとのコミュニケー

ションを通して得る情報は有用なものになるだろう

と判断する。しかしながら、子どもを通しての情報の

有用度は、家庭内 SC だけではなく、子どもの判断や

おかれている状況によっても変化するため、まずは

情報有用度（子ども）として命名し、考察の際に若干

踏み込んだ解釈をする。 
 
保護者間 SC：「子どもの友達の親（保護者）は、ほと

んど知っている。」「子どもの教育について保護者同

士で相談することがある。」の 2 項目について、「非

常にあてはまる」「ややあてはまる」「あまりあてはま

らない」「全くあてはまらない」の 4 件法で回答を得

た。前者の項目を「世代間閉鎖性」、後者の項目を「相

談ネットワーク」と命名した。 
 
保護者－地域 SC：「地域行事に積極的に参加してい

る。」について、「非常にあてはまる」「ややあてはま

る」「あまりあてはまらない」「全くあてはまらない」

の 4 件法で回答を得た。これを、「地域参加」と命名

した。 
 
4. 分析結果 

 

4-1. マルチレベル分析におけるヌルモデルの推定

結果 

本研究で扱うデータは、児童生徒が学校にネスト

された入れ子構造データである。同じ学校に通う児

童生徒が様々な特徴を共有している（個体間の誤差

項が互いに独立でない）可能性があり、通常の回帰分

析が前提とするデータの独立性の仮定を満たしてい

ない可能性がある。仮にデータが独立でない場合、よ

り適した分析手法としてマルチレベル分析を選択す

ることが望ましい。 
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データの独立性の有無を検討するため、マルチレ

ベル分析において独立変数を含まない切片だけのモ

デルである「ヌルモデル(null model)」の推定を行う。

推定の結果、被説明変数である保護者の幸福感に学

校ごとの差異が認められれば、マルチレベル分析の

利用が推奨される。 
 同じ集団に属ずる個人の類似性を表す指標として、

「級内相関係数（intra-class correlation coefficient: ICC）」
がある。ICC は、マルチレベル分析で推定される切片

の分散（＝従属変数の級間分散）を、残差の分散（＝

従属変数の級内分散）と切片の分散との和で除した

ものである。ヌルモデルにおける ICC はマルチモデ

ル分析を実施すべきか否かを判断する材料とされる

(三輪・林, 2014)。 
 本研究のデータを用いて、分析ソフト IBM SPSS 
ver.25 を使用してヌルモデルの推定を行った結果、

ICC は 0.016819 であった。つまり、保護者の主観的

幸福感には学校内相関が殆ど存在せず、学校ごとの

差異は殆ど見られないことが明らかになった。した

がって、本研究では、分析手法としてマルチレベル分

析ではなく重回帰分析を選択する。 
 
表 2.マルチレベル分析 ヌルモデル 共分散パラメ

ータの推定 

 
4-2. 保護者の主観的幸福感の決定要因 

①記述統計及び相関マトリクス 

分析に使用する変数の記述統計量を表 3、相関マト

リクスを表 4 に示す。 
 

  
表 3. 記述統計量 
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データの独立性の有無を検討するため、マルチレ

ベル分析において独立変数を含まない切片だけのモ

デルである「ヌルモデル(null model)」の推定を行う。

推定の結果、被説明変数である保護者の幸福感に学

校ごとの差異が認められれば、マルチレベル分析の

利用が推奨される。 
 同じ集団に属ずる個人の類似性を表す指標として、

「級内相関係数（intra-class correlation coefficient: ICC）」
がある。ICC は、マルチレベル分析で推定される切片

の分散（＝従属変数の級間分散）を、残差の分散（＝

従属変数の級内分散）と切片の分散との和で除した

ものである。ヌルモデルにおける ICC はマルチモデ

ル分析を実施すべきか否かを判断する材料とされる

(三輪・林, 2014)。 
 本研究のデータを用いて、分析ソフト IBM SPSS 
ver.25 を使用してヌルモデルの推定を行った結果、

ICC は 0.016819 であった。つまり、保護者の主観的

幸福感には学校内相関が殆ど存在せず、学校ごとの

差異は殆ど見られないことが明らかになった。した

がって、本研究では、分析手法としてマルチレベル分

析ではなく重回帰分析を選択する。 
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ータの推定 

 
4-2. 保護者の主観的幸福感の決定要因 

①記述統計及び相関マトリクス 

分析に使用する変数の記述統計量を表 3、相関マト

リクスを表 4 に示す。 
 

  
表 3. 記述統計量 

7 
学校・家庭・地域間ソーシャル・キャピタルと保護者の主観的幸福感 

            

 表 4. 相関マトリクス        

4-3. 保護者の主観的幸福感を被説明変数とする階

層的重回帰分析 

表 5 は、保護者の主観的幸福感を被説明変数とす

る階層的重回帰分析の結果である。使用した分析ソ

フトは IBM SPSS ver.25 である。Step1 に教育年数、

Step2 に情報有用度（子ども）、情報有用度（学級）、

有能性評価、相談ネットワーク、世代間閉鎖性、地域

参加、Step3 に期待性と協力性を投入するモデルを構

築した。 
分析の結果、保護者の主観的幸福感に対しては、保

護者－学校 SC として情報有用度（学級）(β＝.042, p
＜.05)、保護者の学校への有能性評価(β=.111, p＜.01)、
協力性(β=.225, p＜.01)、保護者－子ども SC として

情報有用度（子ども）(β=.137, p＜.01)と保護者―地

域 SC として地域参加(β＝.044, p＜.05)、が正の影響

を及ぼしていた。 
 保護者－学校 SC 変数のうち、保護者の学校への関

係的信頼（協力性と期待性）固有の説明量は 0.9%で

あった。それ以外の変数固有の説明量は 13.7%であり、

合計すると、保護者の主観的幸福感の 14.6%が、今回

の分析に使用した変数によって説明される。  
 また、教育年数については、Model 1 では負の効果

が有意であったが、Model 2、Model 3 では効果が消失

している。教育年数は、ソーシャル・キャピタル要因

を介して間接的に保護者の主観的幸福感に影響を及

ぼしていると考えられる。子どもの学年が上がるほ

ど、保護者と、学校や子ども、他の保護者や地域との

つながりが薄れ、保護者の主観的幸福感が低減する

と考えられる。 
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表 5. 保護者の主観的幸福感の決定要因 

5. 考察 

 マルチレベル分析の結果から、保護者の主観的幸

福感の学校間差は見られないことが明らかとなっ

た。SC には、私財だけではなく、公共財の側面があ

る。公共財としての SC には、SC の豊かな地域に住

んでいるだけで長生きができる、SC の豊かな学級に

所属していると学習意欲があがるといった、当該集

団の縦横無尽のネットワークや規範、信頼がその集

団に属する人々に平等に恩恵を与える利点がある。

保護者の主観的幸福感に学校レベルでの SC が恩恵

を与えないとすれば、個人レベルでの SC、つまり保

護者一人一人の有するつながりが保護者の主観的幸

福感に影響を与えていると解釈できる。 
 次に、保護者の有する SC のどの要素が主観的幸福

感に影響を与えるのだろうか。最も大きな影響を与

える要素が情報有用度（子ども）、次が協力性、続い

て有能性評価であった。保護者が子どもとのコミュ

ニケーションを通して得られる情報が役立つほど、

つまり、保護者と子どものやりとりやかかわりが豊

かで成立しているほど、保護者の主観的幸福感は高

まるといえる。そして、学校に期待するだけではな

く、積極的にかかわる協力性を有するほど、保護者の

主観的幸福感は高まる。個人レベルでの SC が保護者

の主観的幸福感に影響を与え、その要素として、保護

者と子どもとのコミュニケーション（保護者－子ど

も SC）、保護者の学校への協力（学校－保護者 SC）
が見いだされた結果からは、保護者の主観的幸福感

を高めるための方策として、保護者が子どもとより

かかわるようにすること、学校への期待をしながら

消極的に眺めるよりも、参加するよう積極的に促す

という結論が導きだされる。 
しかし、学校レベルでの SC が保護者の主観的幸福

感に影響を与えていなかった時点で、本調査には限

界が生じている。社会経済的に下位層の社会参加が
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かかわるようにすること、学校への期待をしながら
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という結論が導きだされる。 
しかし、学校レベルでの SC が保護者の主観的幸福

感に影響を与えていなかった時点で、本調査には限

界が生じている。社会経済的に下位層の社会参加が
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困難であることは、パットナム（2013）より明らかに

されている。その理由として、社会参加には、他者と

の交流のための一定の規範的コードが必要であり、

それらを習得していない下位層が気おくれから参加

できないだけではなく、時間の貧困があるためであ

る（リスター, 2011）。また、社会階層が、子どもと保

護者のコミュニケーションに大きく影響を与えるで

あろう点は、本田（2005）が指摘している。つまり、

保護者の主観的幸福感には、保護者－子ども SC、保

護者－学校 SC を媒介に、個人レベルでの SES（社会

経済的背景）が大きな影響を与えている点を否定で

きない。主観的幸福感に学校間差が見られない以上、

SES でコントロール可能な調査の実施が望まれる。 
 ただ、一点だけ、本研究から示された有用な知

見がある。それは、世代間閉鎖性が保護者の主観

的幸福感に影響を与えない点である。コールマン

の理論では、世代間閉鎖性の子どもへの有用性が

指摘されていたが、それに対しては上記と同様

に、SES の影響が否めず、不平等理論との関連が

指摘されていた（Horvat , Weininger & Lareau, 2003）。
また、結束型の集団は内向きであり、排他性や帰属

集団への利益誘導が強く現れたり、内部規範が個人

の自由を制約したりする欠点を併せ持つとされてい

る。結束型 SC と「しがらみ」は表裏一体であり、集

団の中で言いたいことが言えない、不正を見て見ぬ

ふりをするなどのマイナス面が生まれる（稲葉, 
2011）。これらの欠点を有する世代間閉鎖性が保護者

の主観的幸福感に与えない結果からは、ゆるやか

な多様性を有する SC の保護者の主観的幸福感への

影響を調べる必要性を浮かび上がらせる。ただし、こ

れとて、保護者の個人レベルの SES が投入された場

合、結果は変わりうる。 
いずれにしても、SES でコントロール可能な調査

の結果を待たなければ、保護者の主観的幸福感を高

めるための子どもとのかかわりや積極的な学校参加

の促進に関しては、慎重にならなければならないだ

ろう。 
 
註 
 
1  ネットワークとは「アクターと呼ばれる行為者と

しての社会単位が、その意図的・非意図的な相互行為

のなかで取り結ぶ社会的諸関係の集合」（金光 2003：
ⅰ）である。SC 論で重視される規範は、相互依存的

な利益交換としての互酬性の規範である。結束型に

見られる閉鎖的な集団内における特定の相手との間

で成り立つ互酬性の規範は特定化互酬性である。一

方、「お互い様」という言葉に表されるような、社会

全般での互酬性の規範は一般的互酬性として橋渡し

型に分類される（稲葉, 2011）。信頼とは、相手の意図

に対する期待である（露口, 2012）。 
2 コールマン（1988＝2006）によると、情報は行為を

もたらす基盤となる点で重要であるとされ、SC の重

要な形態のひとつに、社会関係に内在する情報に対

する潜在力がある。情報へのアクセスに関しては、経

済的格差による影響も見られ、経済的下位層のアク

セスをいかに保障するのかが、連結型（linking）と呼

ばれる SC の蓄積に関連する課題となっている。 
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